
令 和 ８ 年 度 温 暖 化 防 止 い わ て 県 民 会 議 

 

日時：令和８年６月８日（月）14：00～16：00 

場所：サンセール盛岡１階大ホール 

 
次        第 

 
１ 総  会 

(１) 開会 

(２) 挨拶（副知事） 

(３) 会長選任 

（４） できることからＥＣＯアクション！表彰式 

(５) 議事（協議・報告事項） 

ア 令和７年度活動実績について 

イ 若者ワーキンググループ活動報告について 

ウ 令和８年度活動計画案について 

エ その他（連絡事項等） 

（６） 特別講演 

    Earth hacks 株式会社 代表取締役社長 CEO 関根 澄人 氏 

    「県民が自ら選びたくなるこれからの脱炭素」 

 

２ 閉  会 



温暖化防止いわて県民会議 役員の改選について 

 

１ 趣旨 

会長退任に伴い、会則第５条の規定により、総会において新たに役員の選任を行うもの。 

【参考】温暖化防止いわて県民会議会則（抜粋） 

（役 員） 

第５条 県民会議に次の役員を置く。 

 (1) 会長    １人 

 (2) 副会長   ２人 

２ 会長は、総会において選任する。 

３ 副会長は、会長が指名する。 

 

（役員の任期） 

第 7条 役員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 欠員が生じたことにより就任した役員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

３ 役員は、その任期が満了した場合、後任者が就任するまでは、

なおその職務を行うものとする。 

 

２ 任期 

令和８年６月８日から令和９年度総会の日まで 

 

３ 役員 

区分 
役  員 （参考）Ｒ７役員 

団  体  名 氏  名 団  体  名 氏  名 

会 長 岩手大学 学 長 山本 欣郎 岩手大学 学 長 小川  智 

副 会 長 
岩手県商工会議所連合会 会 長 谷村 邦久 岩手県商工会議所連合会 会 長 谷村 邦久 

岩手県消費者団体連絡協議会 会 長 川村  元 岩手県消費者団体連絡協議会 会 長 川村  元 

 

資 料 №１ 



 
 

事業者部会及び家庭部会における一斉行動 
令和８年度「できることから ECO アクション！」表彰について 

温暖化防止いわて県民会議  
 

１ 「できることから ECO アクション！」について 

  温暖化防止いわて県民会議の一斉行動として、脱炭素に資する取組を促す呼び掛けを展開している。事業所における地球温暖化防止への取組を報

告していただき、その中から特に優れた取組について、次のとおり表彰を行うもの。 
   
 ① 脱 炭 素 経 営 大 賞：県内をリードする模範的な事業所や総合的に優れた取組を実施した事業所 
 ② 会 長 特 別 賞：会長が特別に優れていると認めた事業所 
 ③ ECO アクション賞（部門賞）：特定の分野において特筆すべき取組を行った事業所 

 
２ 受賞事業者について 

 （1）脱炭素経営大賞 
事業者名 所在地 所属団体 備 考 

株式会社ミチノク 奥州市   

株式会社エヌエスオカムラ 釜石市 一般社団法人岩手県工業クラブ  

  
（2）会長特別賞 

事業者名 所在地 所属団体 備考 
トヨタ自動車東日本株式会社 
岩手工場 

金ケ崎町 岩手県環境保全連絡協議会 
 

 

 

資 料 №２-１ 



 
 

（3）ECO アクション賞（部門賞） 

事業者名 所在地 所属団体 部門 

株式会社事務機商事 盛岡市 
岩手県中小企業団体中央会 
一般社団法人岩手県経営者協会 
岩手県中小企業家同友会 

人材育成・意識啓発 

丹内建設株式会社 滝沢市 
一般社団法人岩手県産業資源循環協

会 
自動車対策 

株式会社アイオー精密 花巻市 

岩手県商工会議所連合会 
一般社団法人岩手経済同友会 
一般社団法人岩手県経営者協会 
一般社団法人岩手県工業クラブ 

省エネ・再エネ設備等導入 

株式会社田澤洋紙店 盛岡市  技術開発・製品化 

いわて生活協同組合 滝沢市 岩手県生活協同組合連合会 吸収源対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



 
 

３ 取組内容 

（１）脱炭素経営大賞 

株式会社ミチノク 

ア 業種：サービス業（他に分類されないもの）    従業員：152 名  
イ 主な取組内容： 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(ア) 人材育成・意識啓発 

・ 社内で資格支援制度を実施。 
環境省認定制度脱炭素アドバイザー（GX 検定） ベーシック資格取得 12 名 アドバンスト資格取得 １名 

・ 上記資格取得者による社内 GX セミナーの開催。 
・ 毎月エネルギー使用量（電気・ガス・ガソリン燃料等）をシステムへ入力し、使用状況の見える化を実施。 
・ 社内の SDGs 活動可視化。意識向上のため、act coin を導入。 

(イ)  自動車対策 

 ・ GX セミナー・社内報紙にてエコドライブを推奨・周知。 
・ 社用車を 4 台ハイブリッド車に交換。 
・ ルート回訪効率向上（前年比 1058L の燃料削減）。 

(ウ) 省エネ・再エネ設備導入 

・ 玄関付近、外トイレ前の照明を人感センサーに変更。 
・ 事務所・倉庫の照明を LED 化。 
・ 自販機サービス工場の石油ストーブを廃止。エアコンの設置（前年比 28％の燃料削減）。 

(エ) 技術開発・製品化 

  ・ 本社２階窓ガラスの二重サッシ化及び遮断熱ガラスへの交換、自販機サービス工場の窓へ遮断熱コーティング加工、及び屋根

には遮熱シートを施工。冷暖房効率が改善した。 

  ・ 本社及び盛岡支店事務所の屋根に太陽光発電設備を設置。発電した電気は本社・盛岡支店にて使用。 

(オ) 吸収源対策 

 ・ CO₂吸収剤を搭載した「CO₂を食べる自販機」の設置拡大。 
   2025 年までの設置台数は 500 台、年間 30t の CO₂排出量の削減効果（１台当たり年間 60 ㎏の CO₂を吸収）。 
 ・ 2022 年 岩手県 J クレジット 10ｔ購入。 
 ・ 年２回 NPO 法人桜ライン 311 様主催 桜の植樹活動へ参加。 

(カ) その他 

  ・ 2025 年 4 月「いわて地球環境にやさしい事業所」に認定。 
・ 2024 年 8 月 岩手県奥州市とアサヒ飲料株式会社との「地球温暖化対策及び気候変動適応対策に係る連携協定」を締結。 



 
 

株式会社エヌエスオカムラ 

ア 所属団体：一般社団法人岩手県工業クラブ 
イ 業種：製造業    従業員：142 名 

ウ 主な取組内容： 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

(ア) 人材育成・意識啓発 

・ 毎月、原材料・エネルギー・産廃処理等について使用実績・原単位・達成度を見える化し、評価分析・フォローを実施。 
・ 生産性向上・省エネに関する提案・活動に対する社員の表彰。 
・ 省エネ管理ポイントを掲示し（運転時間、設定温度、管理項目等）、省エネ運転・空運転防止等の意識付けを図っている。 

(イ)  自動車対策 

 ・ 配送車両の待機時間を計測。効率輸送、アイドリング削減を図っている。 
 ・ 物流輸送（製品出荷）効率化推進。 
 ・ エコドライブ・アイドリングストップについて周知。 

(ウ) 省エネ・再エネ設備導入 

  ・ 工場使用電力 全量再エネ電気を使用。 
  ・ 塗装前処理工程で温度設定の見直し等を行い、ボイラーガスの使用量を削減（削減効果 LPG 2420 ㎥/年）。 

  ・ 塗装製品吊り密度、加工製品歩留まりを評価し、設備エネルギーを効率化。 
  ・ 照明機器を省エネモードにして電力使用量を削減している（削減効果 13,100kwh/年）。 
(エ) 技術開発・製品化 

・ 製品開発における、グリーン購入法対象製品の開発。 

(オ) 吸収源対策 

 ・ 年１回 オカムラグループ SDGs 研修参加（リサイクル・省エネ・ゴミ問題）（14 名参加）。 
・ コピー用紙は、グリーン購入商品を使用。 
・ 歩留まりを考慮し、ダンボール加工製作における廃ダンボールの抑制。 

(カ) その他 

  ・ ノー残業デーの実施、WEB 会議の推進。 
・  東北電力主催 DR（使用電力の抑制）への参加。 

 



 
 

（２）会長特別賞  

トヨタ自動車東日本株式会社 岩手工場 

ア 所属団体：岩手県環境保全連絡協議会 

イ 業種：製造業    従業員：7000 名  
ウ 主な取組内容： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ア) 人材育成・意識啓発 

・ エネルギー管理士および特別産業廃棄物管理責任者の資格取得の促進。 
・ エコ検定等の資格取得促進。 
・ 月一度、環境会議を開催し、工場長以下職制と環境推進者に意識向上の呼びかけを実施。 

(イ)  自動車対策 

 ・ エコドライブの呼びかけをモニターや掲示板で周知。 
・ 社用車をより燃費の良い HV 車・PHEV へ順次更新。 

(ウ) 省エネ・再エネ設備導入 

・ ムダの視える化を実施。（非稼働エネルギーの低減、エアー漏れの削減、エネルギー使用量視える化）。 
・  排熱の有効活用（コ・ジェネ）。 
・  LED 化の推進 。 
・  再生可能エネルギーの導入（再エネ設備導入、再エネ由来電力の調達）。 
・ 太陽光発電の増設。 

(エ) 技術開発・製品化 

・ 内製小型ロボットの開発・導入（小型化することで CO2 排出量の低減）。 
・ からくりを駆使し治具を内製で製作。 

(オ) 吸収源対策 

 ・ 工場緑地帯にどんぐりを育成。 
・ 雪山を造成し雪解け水を夏場の冷房に活用（CO2 排出量の低減）。 
・ 工場内緑化の促進。 

(カ) その他 

  ・ 在宅勤務推奨、WEB 会議推進による移動に伴う CO2 低減。 
・  廃棄物の分別を徹底し再資源化向上。 
・  フードドライブ推進。 

 



 
 

（３）ECO アクション賞（部門賞） 

① 人材育成・意識啓発部門 

株式会社事務機商事 

ア 所属団体：岩手県中小企業団体中央会、一般社団法人岩手県経営者協会、岩手県中小企業家同友会  
イ 業種：卸売業、小売業  従業員：15 名 

ウ 主な取組内容： 

 
 
 
 
 

② 自動車対策部門 

丹内建設株式会社 

ア 所属団体：一般社団法人岩手県産業資源循環協会 

イ 業種：建設業  従業員：50 名 

ウ 主な取組内容： 
 
 
 
 

 

 

 

人材育成・意識啓発に係る取組 
 ・エコ検定 15 名中 14 名合格。新入社員エコ検定受験予定。 

・新たな取組として SDGs 検定受験。2024 年 1 名合格。2025 年 2 名合格。 
・社内、環境学習会実施（年 5 回）社員当番制で環境動画アップ）。 

自動車対策に係る取組 
 ・太陽光パネル設置、これによる EV 車等の充電。 
・「ささえる NAVI」、ドラレコによる運転状況の監視。 



 
 

③ 省エネ・再エネ設備等導入部門 

株式会社アイオー精密                 

ア 所属団体： 岩手県商工会議所連合会、一般社団法人岩手経済同友会、一般社団法人岩手県経営者協会、一般社団法人岩手県工業クラブ 
イ 業種：製造業  従業員：542 名 

ウ 主な取組内容 

 

 

 

 

 

④ 技術開発・製品化部門 

株式会社田澤洋紙店                

ア 業種：卸売業、小売業  従業員：18 名 

イ 主な取組内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省エネ・再エネ設備等導入に係る取組 
 ・複数工場での太陽光パネルの設置。 

・再生可能エネルギー由来のＣＯ２フリー電力の取入れ。 

・独自の廃液処理装置で廃液を再生水に転換し再利用。 

技術開発・製品化に係る取組 
  ・仙台七夕まつりで使用した七夕祭りの吹き流しを再利用したメモ帳制作。 

・紙を断裁時に廃棄される部分を再利用して商品化。 



 
 

⑤ 吸収源対策部門 

いわて生活協同組合                 

ア 所属団体：岩手県生活協同組合連合会  

イ 業種：卸売業、小売業  従業員：2178 名 

ウ 主な取組内容 

 

 

 

 吸収源対策に係る取組 
  ・コープの森くずまき等で地域組合員や地元森林組合、関係者と一緒に植樹や下草刈りを実施。 

・「コープの森づくり基金」として、組合員のからの募金やリサイクル活動からの収益金やお取引先様との協賛企画による募金でコ

ープの森くずまき等の活動を運営。 



2026年6月〇日2026年6月8日

脱炭素社会の実現に向けて
―自販機事業における脱炭素アクション

005152
テキストボックス
資料No.２-２




I事業内容

自販機オペレーション事業 自販機移設・メンテナンス事業
・自動販売機設置先の開拓

・商品補充、空容器回収
・自動販売機の設置・引上・交換、整備、修理



I事業所

■所在地

本社：岩手県奥州市水沢工業団地三丁目８４番地

青森県：八戸支店

岩手県：本社・自販機サービス

水沢支店・盛岡支店・宮古支店

一関支店・大船渡支店

秋田県：秋田支店

宮城県：仙台支店

■社員数 約１５０人

■自販機保有台数 ８,４５７台（2026年4月末現在）

秋田支店

八戸支店

宮古支店

本社

自販機サービス

水沢支店

盛岡支店

大船渡支店

一関支店

仙台支店



1979 「みちのく総業株式会社」として現在の岩手県奥州市に設立

1990 「株式会社ミチノク」に社名変更

2010 アサヒカルピスビバレッジ100 ％子会社化 （2013 年アサヒ飲料 100 ％子会社）

2020 SDGsプロジェクト発足

2023
ダイドードリンコ株式会社とアサヒ飲料株式会社との共同株式移転により

ダイナミックベンディングネットワーク株式会社が設立され、同社の傘下となる

I沿革



I経営理念

わが社は、

地域社会の豊かで健康的な生活の実現に貢献するために、

飲料自動販売機事業の分野で、

真心のこもった価値あるサービスの提供を通じて、

いちばん信頼され、発展し続ける企業を目指します。



2020年SDGsプロジェクトを発足
社員が主体となりSDGsプロジェクトを始動

「５つの約束」を軸に持続可能な未来への取り組みを推進しています



【SDGsプロジェクト】環境への取り組み

御所湖の清流を守る会様主催

御所湖周辺統一清掃

各支店周辺の清掃活動を

定期的に実施

胆沢ダム水源地域活性化協議会様主催

水源地域保全活動

桜の回廊の環境づくり

国立公園クリーン作戦
（in浄土ヶ浜）

日本農業遺産「束稲山麓地域」寄付金寄贈

リアルタイム売上データを基に訪問

ルートの最適化を実施し、業務効率

の向上と走行距離短縮による燃料

消費削減を推進。

また、GXセミナーや社内報を活用して

エコドライブの啓発を行い、全社的な

環境意識の醸成に取り組んでいる。

売上げの一部が束稲山麓地域農業遺産推進協議会様へ

寄付される社会貢献型自動販売機を、奥州市役所本庁舎、

奥州市前沢総合支所、平泉町役場へ設置。

令和６年度分の寄付として2025年3月24日寄付金の贈呈

を行った。寄付金は農業遺産の維持・保全に活用される。

※束稲山麓地域は岩手県一関市、奥州市、平泉町の境界に

位置し、2023年１月日本農業遺産として認定された

環境美化活動 自動販売機による寄付支援

訪問ルート効率化・エコドライブの推奨



仮想コイン活用によるSDGs推進施策
社内のSDGs活動を可視化し、社員一人一人のSDGs活動への意識向上を図る

ためactcoin※を活用したポイント付与制度を導入
※actcoinとは、社会貢献活動を独自のデジタルコイン（ポイント）で可視化・価値化するアプリサービス

年間獲得コイン数に応じて社員表彰を行うとともに、2025年は３団体へ、2026年は１団体へ寄付

【2025年寄付先３団体】

・NPO法人未来図書館様 ･･･岩手の子ども達のキャリア教育支援を行うNPO法人

・三陸ブルーラインプロジェクト様･･･岩手県大船渡市を中心に地域創生と東日本大震災の教訓を語り継ぐ防災教育

をテーマにした防潮堤アートやワークショップなどを展開

・みんなの家様 ･･･岩手県奥州市水沢南地区で子ども食堂などを通じて地域の居場所作りを行って

いる団体

【2026年寄付先1団体】

・NPO法人 YOUTH SDGs SIP様･･･高校生が運営するNPO法人。SDGs達成のため、学習支援・イベント・講演会など

を行っている

2025年寄贈式 2026年寄贈式 社員表彰式



当社の環境ビジョン

持続可能な未来のために、私たちは3つの柱を軸に環境課題に取り組んでいます

CO2排出量削減

「CO2を食べる自販機」の普及を通じて、

事業活動全体の脱炭素化に

貢献し続ける

省エネルギー推進

エネルギー効率の最大化を通じて、

事業活動の環境負荷を低減

資源循環の促進

廃棄物の削減とリサイクル率の向上で、

循環型社会の実現に貢献



「CO2を食べる自販機」設置の拡大

「CO2を食べる自販機」とは？

・アサヒ飲料㈱が開発した自動販売機

庫内にCO₂を吸収する特殊材を搭載

・1台当たりのCO₂年間吸収量はCO₂

排出量の最大20％※

スギ(林齢56-60年)に置き換えると

約20本分の年間吸収量に相当

する
※稼働電力由来のCO2排出量に対して

・CO₂吸収済み吸収材をタイルやアス

ファルト、サンゴ保全等へ再利用する

CO₂資源循環事業を開始している

特許第7282338号

≪CO₂吸収済み吸収材の再利用例≫

2026年4月末現在

設置台数：６８１台
（内岩手県内設置台数：248台）

※１台当たり年間最大６０㎏のCO₂を吸収

CO2吸収材



「CO2を食べる自販機」設置の拡大

実現のために

今、弊社が取り組むべきこと

「CO2を食べる自販機」の

認知拡大・意識啓蒙

それが私たちの役割

自動販売機を起点にCO₂を資源として循環させ

循環型社会の構築を図る



「CO2を食べる自販機」を通じた取り組み（岩手県）

岩手県庁様
「CO2を食べる自販機」設置

岩手県地球温暖化防止活動推進センター様

「CO2を食べる自販機」展示設置

小学生向け環境授業開催
NPO法人環境パートナシップいわて様×東京海上日動火災保険㈱様

×NPO法人未来図書館様×アサヒ飲料㈱×㈱ミチノク 共同開催

『環境×しごと』～サステナブルカフェ～参加
企画・実施：温暖化防止いわて県民会議

若者ワーキンググループ

いわてカーボンフリー・アクション様との連携
（ペットボトルキャップを協賛しワークショップにて活用）

盛岡マエガタイオンクリスマスマーケットイベント 奥州市開催 SDGs商店街



「CO2を食べる自販機」を通じた取り組み（奥州市）

2024年8月29日

奥州市・アサヒ飲料株式会社・株式会社ミチノク

「地球温暖化対策及び気候変動適応対策に係る連携協定」締結

本協定に基づき、３者が連携し環境省が推進する地球温暖化の「緩和

（温室効果ガスの排出削減対策）」および「適応（気候変動の影響に

よる被害の回避・軽減対策）」に関する取組を推進しています

2025年6月3日

「みんなで防ごう！熱中症！」ステッカー車両出発式

2025年12月20日

NPO法人 YOUTH SDGs SIP主催／共催 奥州市

「SDGs商店街」へ参加
・「CO2を食べる自販機」展示設置

・お仕事体験会



守る・創る・減らす ― 3つのエネルギー施策 ―

-17℃ 屋根・窓の遮断熱強化

41%

太陽光パネルの設置

本社及び盛岡支店に太陽

光発電設備を設置

電力使用量の41％を

再生可能エネルギーで充当

27%

LED照明への切替

全拠点LED化と太陽光発

電の併用で電力使用量を

年間27%削減
冷暖房効率改善・働く環境改善

遮熱シートおよび二重サッシの導入により空調効率が大きく改善

エアコン使用頻度の削減と働く環境の質向上を同時に達成

エネルギーを

守る
エネルギーを

創る

エネルギーを

減らす

2025年7月16日

気温32℃晴天

測定箇所 塗装ﾌﾞｰｽ天井

未施工部：50.4℃

施工済部：33.1℃

本社 2 階窓ガラスの二重サッシ化及び遮断熱ガラスへの交換

自販機サービス工場の窓へ遮断熱コーティング加工

自販機サービス工場の屋根に遮熱シートを施工

（塗装ブース夏場40℃超→温度上昇を抑制）

未施工比-17.3℃
遮熱対策への高い効果



資格取得で広がるGXアクション

資格取得

社内普及

社外普及

小学生向け環境講座
東京海上日動火災保険株式会社様

やNPO法人未来図書館様との協働

により、次世代を担う子どもたちへ向け

た環境学習講座を開催した

社外向けGXセミナー
ニッコー・ファインメック株式会社様へ

CO2を食べる自販機を設置させてい

ただくとともに、GXセミナーの開催も

行った

資格支援制度にて環境省認定制度 脱炭素アドバイザー（GX検定）の受検を推奨し、

GX検定 ベーシック１２名、GX検定 アドバンスト１名が資格を取得

脱炭素アドバイザー資格を持つ社員による社内GXセミナーを開催

社内全体のGXに関する意識と知識の向上を図る

小学生向け環境講座

社外向けGXセミナーを開催



2026年6月〇日

ご清聴ありがとうございました

持続可能な未来へ

今後も「CO2を食べる自販機」の普及を通じ

環境価値と社会的価値の両立を図りながら

地域に根差した脱炭素アクションを推進してまいります



資 料 № ２ - ３



























６ 脱炭素化推進のための基盤整備

⑴ 脱炭素化に資する人材育成・確保

⑵ 県民会議構成団体のネットワーク強化

温暖化防止いわて県民会議 令和７年度活動計画

岩手県地球温暖化対策実行計画では、2030 年度の温室効果ガス排出削減目標を2013年度比 57％減としている。削減目標の達成に向けては、県民、事業者及び行政が一体となった
県民運動を積極的に展開する必要がある。令和７年度は、脱炭素化推進のための基盤整備や、県民運動としての「いわてゼロ・カーボンプロジェクト2025」の展開に重点を置くほか、
構成団体・企業等の主体的取組を活性化することにより脱炭素社会の実現を目指す。

温室効果ガス削減目標

2013 年度 ➢ 2030年度

▲41％
産業部門
4,026千ｔ

2,387

業務部門
2,418千ｔ

▲60％

971

運輸部門
2,368千ｔ

▲32％

1,618

再エネ電力自給率

2013 年度 ➢ 2030年度

19％

66％

▲57％家庭部門
2,847 千ｔ

1,222

３ 運輸における省エネルギー化

⑴ 電動車の普及促進

⑵ 公共交通機関等の利用促進

⑶ 再配達削減のための取組

２ 産業・業務における省エネルギー化

⑴ 脱炭素経営の普及促進

⑵ 事業者の優良事例の波及

⑶ 省エネ設備・機器等の導入促進

１ 家庭における省エネルギー化

⑴ ZEHなど省エネ性能の高い住宅の普及促進

⑵ 家電等の購入や買替えにおける省エネ機器

の選択促進

⑶ 脱炭素につながるライフスタイルへの転換促進

４ 再生可能エネルギーの導入促進

⑴ 再生可能エネルギーの普及啓発、情報発信

⑵ エネルギーの地産地消に向けた再生可能エネルギーの導入促進

５ 多様な手法による地球温暖化対策の推進

⑴ 吸収源対策

⑵ 廃棄物対策等

⑶ 気候変動への適応

取組内容活動計画

活動方針

全体
基準年度

目標年度

▲57％
・ 省エネ効果や健康、生活の質の向上に関する普及啓発
・ ＺＥＨ住宅補助や設備導入に関する補助の活用⑴

・ 省エネ性能、省エネ効果やランニングコスト等の情報発信
・ 国・市町村の家電等買替補助の活用⑵

・ 若者世代（Ｚ世代）と連携した情報発信
いわてカーボンフリー・アクション（ICFA）

・ 家庭のエコチェックへの参加促進
⑶

・ 脱炭素経営に取組むメリットの情報提供、普及啓発
・ 「できることからＥＣＯアクション！」の取組
・ 脱炭素化に係る各種認定制度取得

⑴

・ 脱炭素経営事例集の活用
・ 各種媒体での情報発信
・ 他団体・企業等の取組視察、勉強会参加

⑵

・ 国・県・市町村の省エネ設備等導入促進補助・融資制度の活用
・ 省エネ診断や温室効果ガスの可視化ツールの活用⑶

・ 電動車の性能や効果の情報発信
・ ＥＶ等導入に係る補助制度の活用⑴

・ 公共交通機関と自動車の使い分け、自転車の積極利用
・ エコドライブの実践⑵

・ 宅配事業者との連携による「再配達削減プロジェクト」の実施⑶

・ 市町村向け「再生可能エネルギー発電事業に係る地域裨益協定の手引」、
事業者向け「陸上風力発電事業に係る環境影響評価ガイドライン」の普及

・ 先進事例の共有
⑴

・ 再生可能エネルギー設備導入に係る補助制度の活用
・ カーボンフリー電力の普及啓発、利活用⑵

・ 各種吸収源対策に関する事例共有
・ 森林資源、海洋資源等の保全
・ クレジットの利活用

⑴

・ ３Ｒの定着のための情報発信
・ ３Ｒの実践、ごみの分別の徹底、食品ロスの削減⑵

・ 気候変動とその影響に関する情報共有
・ 気候変動適応対策の実施
・ 熱中症予防・対策

⑶

・ 脱炭素に係るセミナー等の実施
・ 脱炭素アドバイザー等の資格取得
・ 若者ＷＧによる「人材育成・確保プロジェクト」の実施

⑴

・ 構成団体相互の情報共有
・ 参画団体の拡充⑵

資 料 № ３



令和７年度活動実績

■県民会議 ■岩手県
・いわてわんこ節電所における情報発信

WEBサイトページビュー数 31,323件（R6： 90,326件）
いわてわんこ節電所ニュース（メールマガジン）

登録者数 6,644人（R6： 6,820人）
新規登録者数 180人（R6： 236人）

■構成団体・企業等
・【盛岡信用金庫】住宅ローン優遇金利による省エネ住宅の促進（4/1-3/31）

■岩手県
・ZEH+水準を満たす住宅購入補助 10件（R6：７件）
■市町村

・【宮古市】住まいの省エネルギー改修推進事業費補助金（補助実績２件）
・【雫石町】広報しずくいし6月本号に、デコ活の周知案内記事を掲載

（5,000部発行）
・【金ケ崎町】住宅の省エネ改修に対する補助事業（4/1-3/31）

■県民会議 ■岩手県
・いわてわんこ節電所での情報発信
・省エネ・節電キャンペーンによる行動変容の促進

参加件数 夏季：364件（R6：138件）、冬季：256件（R6：185件）
■構成団体・企業等

・【東北電力㈱岩手支店】いわて電化機器導入サポート企画（※）※エコキュート
や高効率エアコンへの買替えを目的としたキャンペーン（ 10/1～12/26 ）

■市町村
・【宮古市】住宅省エネルギー推進補助金（補助実績169件）、

住宅の無料省エネ診断
（実績７件）、脱炭素フェスタ 補助金相談ブースの設置（10/11）

・【金ヶ崎町】省エネ家電への買換えに対する補助事業（補助実績54件）
・【住田町】住田町省エネ家電購入促進事業（2/16-3/31）
・【山田町】山田町エアコン設置支援事業補助金（補助実績146件）
・省エネ機器買替補助（宮古市、大船渡市、奥州市、遠野市、葛巻町、紫波町、

金ケ崎町、平泉町、山田町、普代村、洋野町、野田村

■県民会議 ■岩手県
・いわてわんこ節電所での情報発信
・夏季、冬季の省エネ・節電キャンペーンへの企業協賛（五十音順）

（夏季：いわて生活協同組合、株式会社田清、株式会社ファーメンステーション、
株式会社ベルジョイス、盛岡アロニア同盟
冬季：株式会社アマタケ、岩手県庁、クラフトサークルおおつち・おおつちおば

ちゃんくらぶ、佐川急便株式会社、地球温暖化防止活動推進センター、盛
岡市動物公園ZOOMO、盛岡じゃじゃ麺ちーたん、ヤマト運輸株式会社）

・家庭のエコチェックへの参加促進
参加者 13,783人（R6：10,960人）

■構成団体・企業等 ■岩手県
・【岩手大学、岩手県立大学、富士大学】県内大学生によるプロジェクトチーム

「いわてカーボンフリー・アクション（ICFA）」による情報発信・行動変容の促進
動画制作・配信 12回（R6：９回）、高校生向け出前授業 １回、一般向けイベン
ト等への出展 11回
マエガタイルミネーション「地産地消×シールラリー」企画・運営
イベント参加者：延べ596名

■構成団体・企業等
・【岩手県生活協同組合連合会】生協会員へエコチェックへの参加促進、県生協連

会報での、気候危機講演会の要旨の掲載と配布（1,600部）、エシカル消費商品
（環境配慮商品、アイコープ商品、産直商品）の利用推進、エシカル消費商品の
学習活動）

・【東北電力㈱岩手支店】電力料金プラン「水のちから いわてｅでんき」（※）
のＰＲと加入拡大の取組※東北電力フロンティア社が提供する岩手の公営水
力発電を利用したCO2フリー料金プラン、かまいしゼロカーボンフェスタへの
出展

・【国立大学法人岩手大学】環境マネジメント学生委員会が県内他大学との共同プ
ロジェクトチーム「いわてカーボンフリー・アクション（ICFA）」に参加し、動
画制作など情報発信

■市町村
・【宮古市】脱炭素通信「Let’s try!」の発行、脱炭素フェスタ 体験ブース（体験

や制作を通じてエコや再エネ・省エネを学ぶ）

１ 家庭における省エネルギー化

(2)家電等の購入や買替えにおける省エネ機器の選択促進

(3)脱炭素につながるライフスタイルへの転換促進

(1) ZEH など省エネ性能の高い住宅の普及促進

再掲

再掲



２ 産業・業務における省エネルギー化
(1) 脱炭素経営の普及促進

(2) 事業者の優良事例の波及

(3) 省エネ設備・機器等の導入促進

■県民会議
・「できることからECOアクション！」への参加促進 R7年取組事業者数：149者

（R6：96者）

■構成団体・企業等
・【東日本旅客鉄道株式会社】「夏季における省エネ・節電の取組について」 内容の

周知、「冬季の省エネルギーの取組について」内容周知、「できることからECOア
クション！」率先参加

・【学校法人盛岡大学】クールビズ勤務及び節電の実施を従業員に周知
・【岩手県高等学校PTA連合会】文書類は極力メールで送受信するよう呼びかけ

■岩手県
・認定制度取得の働きかけ

認定事業所数：296事業所（R６：293事業所）

■県民会議・岩手県
・優良事例集の活用

県内事業者17社の優良事例をとりまとめた「岩手県脱炭素経営事例集」を配布して脱
炭素経営を促進（R7年度末には３社追加）
・「いわて脱炭素経営カルテ」（地球温暖化対策計画書制度）の公表同意を得た事業者

の計画書・届出書の任意公表
・いわてわんこ節電所での情報発信
■県民会議 ■構成団体・企業等

・令和７年度先進事例視察研修の実施（視察先：㈱ミクニ盛岡営業所、㈱ジャパン
セミコンダクター岩手事業所）（2/13実施）

■構成団体・企業等
・【東北電力㈱岩手支店】ヒートポンプ等の普及に貢献された企業・団体等に対する

表彰（毎年７月）、エネルギー管理優良工場等に対する表彰（毎年２月）
・【東日本旅客鉄道㈱】社内ESG優良取組の表彰実施
・【工業クラブ〔(株)エヌエスオカムラ〕】令和７年度エネルギー管理優良工場等東北

経済産業局長表彰 受賞
■市町村

・【花巻市】省エネ・脱炭素への事業者の取組事例のHP及び広報はなまきへの掲載
・【矢巾町】矢巾町サステナブルアワード2025を実施し、温暖化対策の取組を行った

事業者を表彰し、広報、HPで周知

■岩手県
・省エネ設備（空調・換気・照明・給湯）補助

補助実績 31件（ R6： 28件）
・再生可能エネルギー発電施設等立地促進資金貸付金

実績 ２件（R６：１件）
■構成団体・企業等

・【岩手県中小企業団体中央会】事務所室内照明のLED化
・【岩手県生活協同組合連合会】店舗リニューアルに合わせた省エネ設備（冷凍

ストッカー）導入、店舗設備入替時の省エネ空調、照明導入
・【東北電力㈱岩手支店】法人お客さまに対する各種ソリューションサービスの

ご紹介および提案（コーポレートPPA，GHG排出量可視化サービス除く）

・【東日本旅客鉄道㈱】駅コンコース照明LED化、高効率空調設備への取替（小型
空調設備）

・【株式会社東北銀行】省エネ診断の紹介を通じて地域脱炭素化の推進
・【国立大学法人岩手大学】建物改修時に照明をLED化
■市町村

・【滝沢市】たきざわカーボンニュートラルチャレンジ
・【矢巾町】個人宅向け断熱改修補助金の交付
・【金ヶ崎町】公共施設のLED化
・省エネ設備補助（宮古市、紫波町、矢巾町）

再掲
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■県民会議
・わんこ節電所を通じた電動車の省エネ性能や省エネ効果の情報発信
■構成団体・企業等

・【岩手県バス協会〔岩手県交通〕】EVバス出発セレモニー（滝沢、紫波）12/25
・【岩手県中小企業団体中央会】事務所車両のハイブリット車両購入
・【岩手県生活協同組合連合会】EV車入替時の小型化（普通車EV→軽EV）
・【国立大学法人岩手大学】公用車としてハイブリッド自動車を配置
■岩手県

・EV・PHVと太陽光発電設備等補助
補助実績 ２件（R6：０件）

・EV・PHVタクシー、EVバス等補助
補助実績 バス４台（R6：バス４台）

・充電インフラ（急速充電器設置）補助
補助実績 11基 （R6：6基）

・県公用車の電動車の導入 ６台

■市町村
・【金ケ崎町】PHEV導入
・【山田町】町防災訓練において災害協定を締結している企業によるプラグインハイ

ブリット車の展示

■構成団体・企業等
・「公共交通スマートチャレンジ月間」実施期間：9/1～10/31
・【（公社）岩手県バス協会】バスの日まつりの開催及びバス利用普及啓発事業の実

施、バス利用促進推進キャンペーン（盛岡市内バス運営協議会）
・【岩手県高等学校PTA連合会】出張や外部の会議出席に伴う移動は公共交通機関を

利用するよう呼びかけ
・エコドライブに係る周知、実践

■市町村
・【宮古市】中学生フリー定期券実証事業、JR山田線定期券等購入費助成、ICカード

チャージ時のポイント付与

３ 運輸における省エネルギー化
(1) 電動車の普及促進
※ 電動車（電気自動車、ハイブリッド自動車、プラグインハイブリッド自動車、 燃料電池自動車）、クリーンディーゼル車等の環境負荷の低い自動車

(2) 公共交通機関等の利用促進

再掲
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■県民会議
・県民向けキャンペーン「再配達削減アイディアコンテストinIWATE」

R7/11/29～R8/2/15
・キャンペーンと連動した置き配グッズ制作ＷＳ
■構成団体・企業等

・「再配達削減プロジェクト」との連携 荷物取取扱場所拡大の取組
３団体（環境パートナーシップいわて、一関市金沢市民センター、一関市小梨市民
センター）

■市町村
・【金ケ崎町】SNSで周知

(3) 再配達削減のための取組



４ 再生可能エネルギーの導入促進
(1) 再生可能エネルギーの普及啓発、情報発信

（2） エネルギーの地産地消に向けた再生可能エネルギーの導入促進
■構成団体・企業等

・【岩手県生活協同組合連合会】太陽光パネル設置、再エネ電力調達
・【東北電力㈱岩手支店】法人顧客に対する自家消費型太陽光発電設備（オンサイト

PPA）のご紹介・提案、岩手県産CO2フリーメニューの紹介・提案、あおぞらチャー
ジサービス（※）の採用拡大に向けた取組※東北電力ｅソライフ社が提供する一
般家庭向けＰＰＡサービス

・【東日本旅客鉄道㈱】盛岡駅太陽光パネル設置、花巻愛宕太陽光発電所、平泉駅太陽
光発電

・【㈱東北銀行】矢巾支店に屋根置き太陽光設備を子会社であるとうぎんリニューアブ
ル・エナジー株式会社にて設置し、支店への電力供給を開始

■岩手県
・市町村の地球温暖化対策実行計画（区域施策編）計画策定への協力・支援（補助）

補助実績 ６件（奥州市、二戸市、岩手町、住田町、山田町、西和賀町）
（R６：５件）

・市町村向け自立・分散型エネルギーシステム設計等支援（補助）
補助実績 ３件（遠野市、軽米町、紫波町）（R6：３件）

・事業者向け自家消費型太陽光発電補助
補助実績 12件（R6：12件）

■市町村
・住宅用太陽光発電等導入補助（盛岡市、宮古市、北上市、久慈市、遠野市、一関市、

陸前高田市、釜石市、雫石町、葛巻町、紫波町、矢巾町、平泉町、山田町、田野畑村、
普代村、軽米町、野田村、洋野町、九戸村、一戸町）

・事業者向け太陽光発電等導入補助（宮古市、久慈市、一関市、矢巾町、軽米町、
洋野町）

・【宮古市】再エネ電力調達に係る補助金
・【雫石町】再生可能エネルギーの地域内需給にかかる研究会を開催

■岩手県
・「再生可能エネルギー発電事業に係る地域裨益協定の手引」、「陸上風力発電事業

に係る環境影響評価ガイドライン」の周知
・第13回地熱シンポジウムin岩手：10/20、日本地熱学会令和７年学術講演会

（盛岡大会）：10/21～23
■岩手県 ■市町村

・県市町村GX推進会議での事例共有
実施日 5/23

・県市町村GX推進会議実務者会議での先進事例の横展開
全体：9/5、2月（書面開催）
テーマ別：11/14（自治体保有施設の脱炭素化）、 1/15（吸収源対策及びクレジット
制度）

■構成団体・企業等
・【岩手県生活協同組合連合会】再エネ100宣言 RE Acitonへの参加
・【東日本旅客鉄道㈱】八戸バイオマス発電所見学会を実施
・【盛岡信用金庫】はちまんたいジオパワー新電力切替顧客紹介
■市町村

・【宮古市】脱炭素フェスタの開催、脱炭素通信「Let’s try!」の発行、補助金はじめて
ガイドの発行

・【花巻市】環境学習講座で再生可能エネルギー施設（水力発電所）見学を実施
・【北上市】北上市おひさまパワー活用設備設置費補助金

（住宅用太陽光発電等導入事業）
・【八幡平市】地熱探検隊（市内小学校、高校）実施、出前講座（市内再生エネルギー

について）実施

令和７年度活動実績



■構成団体・企業等
・【東北電力㈱岩手支店】東北電力協賛イベント（親子ツアー・こずかた合唱祭）

において、一関市市有林J-クレジットを購入し，CO2フリーイベントとして実施、
かまいしゼロカーボンフェスタへの東北電力ブース出展において，釜石市ブルー
カーボンクレジットを購入し、CO2フリーイベントとして実施

・【東日本旅客鉄道㈱】植林イベント（「一関ふるさとの森づくり」一関市摺沢）
開催、植林イベント（「宮古市森づくり体験会」宮古市区界）開催

・【㈱東北銀行】フェイガー社と連携したJ-クレジットの創出支援(2025年に認証取得）
・【国立大学法人岩手大学】学内で使用するコピー用紙にグリーン購入商品を選定
■岩手県

・いわて木づかい住宅普及促進事業（県産木材を使用した住宅の新築・リフォーム支援）
申請件数 新築46件、リフォーム3件 （R6実績：新築72件、リフォーム３件）

・県有林のJ-クレジット化 R7年度販売実績（3/31時点）：57件

■岩手県 ■市町村
・県市町村GX推進会議実務者会議（テーマ：吸収源対策及びクレジット制度）

1/15開催
■市町村

・【宮古市】県産材を活用した住宅、店舗等の新築・増築・リフォームに対する補助、
木質バイオマスストーブの導入に対する補助、森林整備活動に対する補助、緑化活動の
推進に対する補助、植林活動イベントの開催

・【八幡平市】株式会社バイウィルと連携したJ-クレジット（中干し期間延長）創出事業

■構成団体・企業等
・【岩手県中小企業団体中央会】資源回収等への資源物の提供
・【東北電力㈱岩手支店】リサイクル素材を使用したノベルティ制作
・【東日本旅客鉄道㈱】発生廃棄物の分別・選別の徹底によるリサイクル等の推進、鉄道

古物・リサイクル品等の古物販売イベントの実施
・【国立大学法人岩手大学】ゴミの分別を行い、アルミ缶、ペットボトル、古紙等資源回

収業者へ引き渡し、環境マネジメント学生委員会が花王株式会社と共催し、詰め替え
パックを回収・リサイクルする「いわてリサイクリエーションプロジェクト」を企画
実施

■岩手県
・３Rの定着のための情報発信
・エコ協力店いわて認定制度の周知・普及

・イオン東北㈱と連携した「環境月間３Ｒ啓発活動」の実施実施日 6/6-6/8
・イオン東北㈱と連携した「ご当地マイバスケット」の制作、販売
・「いわてごみゼロ・３R推進ポスターコンクール」の実施と入賞作品の展示
■市町村

・【宮古市】４R（Refuse・Reduce・Reuse・Recycle）の促進について、市広報折込
チラシにて周知・啓発

・【花巻市】3R定着のための情報発信（小学4年生の授業の一環として）、市HP、広
報はなまきでの周知、市民を対象とした出前講座の実施

・【八幡平市】ごみの分別と減量に関する市民講座を開催
・【矢巾町】職員によるごみ分別出前講座（青空教室）

■構成団体・企業等 ■県民会議 ■岩手県（気候変動適応センター）
・【盛岡地方気象台】いわて防災・気候講演会の開催（実施日 12/6）
・【岩手県生活協同組合連合会】「協同組合公開講座 テーマ「気候変動」」の開催

（実施日 2/10）
■構成団体・企業等

・【岩手県生活協同組合連合会】熱中症予防・対策（クーリングシェルター）滝沢市と
協定締結、協同組合講座において、「気候変動」をテーマに講演会開催
（今年で4回目）

・【東日本旅客鉄道株式会社】熱中症対策として、水冷作業服・スマートウォッチ型体
調管理デバイス・充電式クーラーボックスの導入

・【国立大学法人岩手大学】 「複雑さの中でどう環境保全を進めればよいのか」をテー
マに環境セミナーを開催

■岩手県（気候変動適応センター）
・国の専門機関や大学等との連携による、気候変動とその影響に関する情報の収集・

提供
・熱中症予防・対策に係る普及啓発（大塚製薬㈱との連携）
・岩手県立大学での気候変動適応に関する講義の実施（1/21実施）
■市町村

・熱中症予防・対策のための情報発信（花巻市、岩泉町）
・「クーリングシェルター」等の設置による熱中症予防・対策（盛岡市、宮古市、花巻

市、北上市、久慈市、遠野市、一関市、釜石市、二戸市、奥州市、滝沢市、紫波町、
矢巾町、平泉町、大槌町、山田町、岩泉町、軽米町、野田村、洋野町）

・【宮古市】市民講座等での熱中症予防と健康づくりに関する健康教育

５ 多様な手法による地球温暖化対策の推進
(1)吸収源対策

(2)廃棄物対策等

(3)気候変動への適応

令和７年度活動実績



６ 脱炭素化推進のための基盤整備
(１) 脱炭素化に資する人材育成

■県民会議 ■構成団体・企業等
・各団体、構成企業で行うセミナー等の情報共有（10回）

【信幸プロテック㈱】50周年イベント「いわてから未来の働き方を考える」
【盛岡市】環境学習講座「脱炭素社会に向けて私たちができること～くらしと環境にやさしい電気の選び方～」
【岩手県公共交通利用推進協議会】公共交通スマート月間
【環境省】「地域脱炭素フォーラム2025in仙台」
【宮古市】脱炭素フェスタ
【岩手県地球温暖化防止活動推進センター】省エネ家電講習会
【環境パートナーシップいわて】地域循環共生圏SDGsフォーラムinいわて2025
【盛岡地方気象台】いわて防災・気候講演会～いわての気象と防災150年、そして未来へ～
【釜石市】海と希望の学園祭 in Kamaishi
【岩手県生活協同組合連合会】 協同組合公開講座「岩手の気候変動対策は進んでいるの？～未来のためにできることを始めよう～」

■県民会議
・若者ワーキンググループの取組

脱炭素や環境配慮に積極的に取り組む企業の「人材育成・確保」のため、学生と企業
を繋ぐマッチングイベント
「『環境×しごと』～サステナブルカフェ～」を企画・実施

県内団体・企業12社、学生16名参加
（ＩＧＲいわて銀河鉄道㈱、ima Design Lab｜松森木工所、㈱岩手銀行、NPO

法人環境パートナーシップいわて、信幸プロテック㈱、㈱柴田産業、㈱東北銀
行、ニッコー・ファインメック㈱、㈱ミチノク、盛岡セイコー工業㈱、㈱やよ
いディライト、リコージャパン㈱）

■構成団体・企業等
・【東北電力㈱岩手支店】岩手県内の学校を対象とした「東北電力SDGs×エネルギー

チャレンジ教室」の開催
・【東日本旅客鉄道㈱】小学校高学年を対象とした環境教育に関する出前授業の実施
・【㈱東北銀行】本部行員、支店行員の帯同訪問による伴走研修を実施
・【国立大学法人岩手大学】環境人材育成プログラムを2025年度から「イーハトーヴ協

創コース」履修モデル５「環境人材育成」に名称・内容をリニューアルして実施

■県民会議 ■構成団体・企業等
・令和７年度先進事例視察研修の実施（視察先：㈱ミクニ盛岡営業所、㈱ジャパンセミ

コンダクター岩手事業所）（2/13実施）

■岩手県
・エコスタッフ養成セミナー実施

実施日 7/23（奥州会場）、 9/2（釜石会場）、 10/21（盛岡会場）、
11/5（久慈会場）

・脱炭素経営に係るスキルアップセミナー実施 実施日 2/6
・いわて地域脱炭素推進員派遣 派遣実績 80件（R6：80件）

■市町村
・【盛岡市】「盛岡市エコチャレンジ」（小学４年生向け）の実施

（参加人数：1,277人）
・【北上市】「子どもとはじめる暮らしのエコチャレンジ」（小学４年生向け）の実施

（参加人数：676人）
・【釜石市】「トライ！きみのエコ度チェック」（小学５年生向け）の実施

（参加人数：191人）

令和７年度活動実績

(２) 県民会議構成団体のネットワーク強化

再掲



脱炭素社会の実現に向けた課題に対し、若者の視線で検討し、県民会議への
提案などを通じて、今後進むべき道やアクションの参考としていただくこと。

・ＩＧＲいわて銀河鉄道株式会社 熊 谷 太 輔（くまがい たいすけ）
・信幸プロテック株式会社 佐々木 勇 人（ささき はやと）
・NPO法人環境パートナーシップいわて 坂 下 慶 夏（さかした のりか）
・株式会社岩手銀行 晴 山 滋 由（はれやま しげよし）
・岩手大学環境マネジメント学生委員会 鈴 木 花 （すずき はな）

R5 R6 R7

若者WG提言 提言の実装化
（人材育成・確保につながる

取組を試行的に実施）
「ゼロカーボン就活～2025冬～」

R6の取組を踏まえ事業実施
（人材育成・確保の取組を継続実施）
「『環境×しごと』～サステナブル

カフェ～」の開催

活動目的

活動

メンバー

若者ワーキンググループについて

※R8.3時点

資 料 № ４



・ランニングイニシャルコスト
・手軽に再エネに切り替えられない
・情報の集め方が分からない
・優先順位が高くない、心の余裕が
ない
・重要性やメリットが分かっていない
・断熱材の性能
・二酸化炭素濃度と健康影響

（健康への悪影響があれば取組
が進む？）

・既得権益の問題 etc…

令和５年度の振り返り 県民会議への提言

提言②

提言①

提言③

二酸化炭素を吸収する家！

人間発電
～ルーティンワークを発電に！～

エコファンタジアホーム
～新しい形の体験施設～

新時代！
～脱炭素社会を生き残る企業へ～

提言①

経営者のマインドリセット！
提言②

シフトチェンジ！
～人財確保と知識共有～

提言③

補助金をポップに！
提言②

グリーン企業に補助金を！
提言①

ビジネスレシピ公開！
提言③

県民会議～暮らし（家庭・住宅）～への提言 ～現状・課題～

県民会議～仕事（事業者・産業）～への提言

・完成された社内システムに新しい視点を取り入れる面倒さ
・経営者の年齢が高く、感度が古い
・コスト
・失敗したときのリスク
・行き当たりばったりの経営
・人員不足
・補助金の申請手続きの面倒さ

～現状・課題～

県民会議～行政～への提言～

・企業にとって脱炭素経営のイメージが湧かない
・取り組みたいが、何をしたらよいか分からない
企業を後押しする必要性

・そもそも補助金があることを知らない人が多い
・補助金の内容が難しく、理解できない
・補助金のメリットが分かりにくい

～現状・課題～



■日時：令和７年２月22日（土）13：00～16：45
■場所：アイーナ世代間交流室
■内容：企業ごとに異なる１時間のワークショップを
３回開催
■参加者：企業９社、学生19名

【学生・企業アンケートより抜粋】
・楽しく企業の事や、環境について知ることができたのでとても有意義
な時間になった。（学生）
・環境に興味のある大学生がどの程度の意識レベルなのかを知ることが
できたが、参加者が少なかったように感じた。（企業）

【課題】
・イベントの実施内容は学生、企業ともに好評であったが、学生参加者が
少なかった。

2

令和６年度の振り返り ～ゼロカーボン就活～

仕事分野への提言のうち、「シフトチェンジ！～人財確保
と知識共有～」を実現すべく、イベントを企画・実施

学生満足度



令和７年度の振り返り 『環境×しごと』～サステナブルカフェ～

■日時：令和７年11月24日（月祝）13：00～16：30
■場所：キオクシア アイーナ 804会議室
■参加者：企業12社、学生16名

人材育成・確保プロジェクト

「いわてゼロ・カーボンプロジェクト2025」
の一環として、前年度実施した「ゼロカーボ
ン就活」の成果・課題を踏まえ、人材育成・確
保のためのイベントを企画・実施。

【学生・企業アンケートより抜粋】
・環境としごとを同時に考える機会がなかったのでこのような機会で考え
ることができた。（学生）
・様々な情報にアンテナの高い学生と話すことができて良かったと思う。
（企業）

【イベントを2年間実施したまとめ】
・学生の参加人数が少なかったが、参加した学生の満足度は高かった。参
加した企業からも環境の取組を行っている他企業と交流でき刺激となっ
たとの声もあり、有用なイベントを開催することができた。

学生満足度



若者ＷＧに参加して・・・

脱炭素はちりつもなので大小問わず継続していきたいです。
脱炭素をチームで取り組むことで、意識が向上しました。

社会人になってからの、新しい枠組みのチームでした。距離感的にも
ちょうどよく、正解がないからこそ、自然体で褒めあいながら活動する
ことができました。正解がないのは脱炭素にも言えることで、十人十色
の取組があると思っています。

会社としても脱炭素をやっているが、WGでは収益を気にせず自由
な取組ができました。個人の視点からも考えられて楽しかったです。
第２世代、第３世代の若者WGがあってもいいのではと思いました。

環境についてやることが自社で明確になりました。脱炭素についてチー
ムで考えることは楽しかったです。人が変わっても、このような活動を続
けてほしいと思います。

自身の環境への関心の高まりを実感しました。都会の企業だけでな
く、地場の企業も様々取り組んでいることを知れて、地元に魅力を
感じることができました。社会人とつながりを持てたことで、社会人
としての振る舞い方が身に着きました。

岩手大学 鈴木花さん

環境パートナーシップ
いわて

坂下慶夏さん

㈱岩手銀行 晴山滋由さん

信幸プロテック㈱
佐々木勇人さん

ＩＧＲいわて
銀河鉄道㈱
熊谷太輔さん



県民会議の皆様へのメッセージ

若者の“環境力”、
想像以上。

脱炭素で縁をつないで、

岩手の
新しいエネルギーに

脱固定観念！
もっと夢を語ろう



７ 脱炭素化推進のための基盤整備

⑴ 脱炭素化に資する人材育成・確保

⑵ 県民会議構成団体のネットワーク強化

温暖化防止いわて県民会議 令和８年度活動計画案

岩手県地球温暖化対策実行計画では、2030年度の温室効果ガス排出削減目標を2013年度比57％減としている。削減目標の達成に向けては、県民、事業者及び行政が一体となった
県民運動を積極的に展開する必要がある。令和８年度は、脱炭素社会の実現を目指し、脱炭素化推進のための、県民運動の展開に注力し、構成団体の取組の活性化を目指す。

温室効果ガス削減目標

2013 年度 ➢ 2030年度

▲41％
産業部門
4,011千ｔ

2,382

業務部門
2,418千ｔ

▲60％

973

運輸部門
2,368千ｔ

▲32％

1,621

再エネ電力自給率

2013 年度 ➢ 2030年度

19％

66％

▲57％家庭部門
2,847 千ｔ

1,226

３ 運輸における省エネルギー化

⑴ 電動車の普及促進

⑵ 公共交通機関等の利用促進

⑶ 再配達削減のための取組

２ 産業・業務における省エネルギー化

⑴ 脱炭素経営の普及促進

⑵ 事業者の優良事例の波及

⑶ 省エネ設備・機器等の導入促進

１ 家庭における省エネルギー化

⑴ 脱炭素につながるライフスタイルへの転換促進

⑵ 家電等の購入や買替えにおける省エネ機器

の選択促進

⑶ ZEH など省エネ性能の高い住宅の普及促進

４ 再生可能エネルギーの導入促進

⑴ 再生可能エネルギーの普及啓発、情報発信

⑵ エネルギーの地産地消に向けた再生可能エネルギーの導入促進

５ 多様な手法による地球温暖化対策の推進

⑴ 吸収源対策

⑵ 廃棄物対策等

取組内容活動計画

活動方針

全体
基準年度 目標年度

▲57％
・ 若者世代（Ｚ世代）と連携した情報発信

いわてカーボンフリー・アクション（ICFA）
・ 家庭のエコチェックへの参加促進

⑴

・ 省エネ性能、省エネ家電等の情報発信
・ 国・市町村の家電等買替補助の活用

⑵

・ 省エネ性能の高い住宅の普及に向けた普及啓発
・ ＺＥＨ住宅補助や設備導入に関する補助の活用

⑶

・ 「できることからＥＣＯアクション！」の取組
・ 脱炭素化に係る各種認定制度取得
・ 「脱炭素経営促進プロジェクト」の実施

⑴

・ 脱炭素経営事例集の活用
・ 各種媒体での情報発信
・ 他団体・企業等の取組視察、勉強会参加

⑵

・ 国・県・市町村の省エネ設備等導入促進補助・融資制度の活用
・ 省エネ診断や温室効果ガスの可視化ツールの活用

⑶

・ 電動車の性能や効果の情報発信
・ ＥＶ等導入に係る補助制度の活用

⑴

・ 公共交通機関と自動車の使い分け、自転車の積極利用
・ エコドライブの実践⑵

・ 宅配事業者との連携による「再配達削減プロジェクト」の実施⑶

・ 市町村向け「再生可能エネルギー発電事業に係る地域裨益協定の手引」、
事業者向け「陸上風力発電事業に係る環境影響評価ガイドライン」の普及

・ 先進事例の共有
⑴

・ 再生可能エネルギー設備導入に係る補助制度の活用
・ カーボンフリー電力の普及啓発、利活用⑵

・ 各種吸収源対策に関する事例共有
・ 森林資源、海洋資源等の保全
・ クレジットの利活用

⑴

・ ３Ｒの定着のための情報発信
・ ３Ｒの実践、ごみの分別の徹底、食品ロスの削減

⑵

・ 「できることからECOアクション！」受賞企業見学会の実施
・ 脱炭素に係るセミナー等の実施
・ 構成団体、企業等の脱炭素アドバイザー等の資格取得

⑴

・ 構成団体相互の情報共有
・ 参画団体の拡充

⑵

６ 気候変動への適応 ・ 気候変動とその影響に関する研究、ビジネスモデル等情報共有
・ 気候変動適応対策の実施
・ 熱中症予防・対策

資料№５-１



令和８年度活動計画 各主体での取組

⑴ 脱炭素経営の普及促進⑴ 脱炭素経営の普及促進

１ 家庭における省エネルギー化１ 家庭における省エネルギー化 ２ 産業・業務における省エネルギー化２ 産業・業務における省エネルギー化

⑴ ＺＥＨ など省エネ性能の高い住宅の普及促進⑴ ＺＥＨ など省エネ性能の高い住宅の普及促進
■岩手県
・ZEH+水準を満たす住宅購入補助

■市町村
・省エネ性能の高い住宅の普及に向けた情報発信
・省エネ住宅購入・改修補助
■構成団体・企業等
・社員等及び県民への行政の補助金周知
・省エネ住宅のメリットの発信

⑵ 家電等の購入や買替えにおける省エネ機器の選択促進⑵ 家電等の購入や買替えにおける省エネ機器の選択促進

■県民会議・岩手県
・いわてわんこ節電所での情報発信

■市町村
・省エネ家電等の普及に向けた情報発信
・省エネ機器買替補助
■構成団体・企業等
・省エネ家電等普及に向けた情報発信
・社員等及び県民への行政の補助金周知

⑶ 脱炭素につながるライフスタイルへの転換促進⑶ 脱炭素につながるライフスタイルへの転換促進

■県民会議
・県民向けキャンペーンの実施

■岩手県
・県内大学生によるプロジェクトチーム「いわてカーボン
フリー・アクション（ICFA）」との連携による情報発信等

■市町村
・各種媒体での情報発信、イベント等での普及啓発

■構成団体・企業等
・社員等への「家庭のエコチェック」参加促進
・県民向けキャンペーンの周知、率先参加

■県民会議
・「できることからECOアクション！」への参加促進、表彰
・「脱炭素経営促進プロジェクト」の実施
■岩手県 ■市町村
・脱炭素経営に取組むメリットの情報提供、普及啓発

■構成団体・企業等
・「できることからECOアクション！」率先参加
・ 脱炭素化に係る各種認定制度取得
・「脱炭素経営促進プロジェクト」との連携
⑵ 事業者の優良事例の波及⑵ 事業者の優良事例の波及

■県民会議・岩手県
・脱炭素経営事例集の活用
・いわてわんこ節電所での情報発信
■市町村
・各種媒体での情報発信
■構成団体・企業等
・行政の補助やキャンペーンの周知
・他団体・企業等の脱炭素に係る取組視察・勉強会参加

⑶ 省エネ設備・機器等の導入促進⑶ 省エネ設備・機器等の導入促進

■岩手県
・省エネ設備（空調・換気・照明・給湯）補助
・再生可能エネルギー発電施設等立地促進資金貸付金
■市町村
・省エネ設備等の普及に向けた情報発信
・省エネ設備導入補助
■構成団体・企業等
・省エネ診断や温室効果ガスの可視化ツールの活用
・国・県・市町村の省エネ設備等導入促進補助・融資制度の活用



⑴ 電動車の普及促進
※ 電動車（電気自動車、ハイブリッド自動車、プラグインハイブリッド
自動車、 燃料電池自動車）、クリーンディーゼル車等の環境負荷の
低い自動車

⑴ 電動車の普及促進
※ 電動車（電気自動車、ハイブリッド自動車、プラグインハイブリッド
自動車、 燃料電池自動車）、クリーンディーゼル車等の環境負荷の
低い自動車

⑵ 公共交通機関等の利用促進⑵ 公共交通機関等の利用促進

⑴ 再生可能エネルギーの普及啓発、情報発信⑴ 再生可能エネルギーの普及啓発、情報発信

⑵ エネルギーの地産地消に向けた再生可能
エネルギーの導入促進

⑵ エネルギーの地産地消に向けた再生可能
エネルギーの導入促進

⑶ 再配達削減のための取組⑶ 再配達削減のための取組

３ 運輸における省エネルギー化３ 運輸における省エネルギー化 ４ 再生可能エネルギーの導入促進４ 再生可能エネルギーの導入促進

■県民会議
・わんこ節電所を通じた電動車の省エネ性能や省エネ効果
の情報発信
■岩手県
・EV・PHVと太陽光発電設備等補助
・EV・PHVタクシー、EVバス等補助
■市町村
・EV等導入補助
■構成団体・企業等
・電動車への転換

令和８年度活動計画 各主体での取組

■構成団体・企業等
・「公共交通スマートチャレンジ月間」の取組への参加
・勤務体系や交通手段等の状況に合わせ、公共交通（鉄道・バス）
や自転車と、自動車の使い分けの呼びかけ
・エコドライブの実践

■県民会議 ■岩手県
・宅配事業者との連携による「再配達削減プロジェクト」の実施
■構成団体・企業等
・「再配達削減プロジェクト」との連携
宅配ロッカー設置、受取取扱場所拡大の取組
県民向け再配達削減キャンペーンの周知・利用促進

■岩手県
・市町村向け計画策定補助
・脱炭素先行地域選定に選定された市町村の取組への協力・支援
・事業者向け自家消費型太陽光発電補助
■市町村
・地域裨益、地域共生型の再エネ導入
・再エネ導入のためのゾーニング
・住宅向け太陽光発電導入補助
■構成団体・企業等
・自家消費型太陽光発電の導入
・地域新電力からの電力調達
・カーボンフリー電力の普及啓発、利活用

■岩手県
・「再生可能エネルギー発電事業に係る地域裨益協定の手引」
の周知
・「陸上風力発電事業に係る環境影響評価ガイドライン」の周知
・県市町村GX推進会議での先進事例の横展開
■市町村
・地域裨益、地域共生型の再エネ導入に係る情報発信
・地域新電力の利活用促進
・県市町村GX推進会議での事例共有

■構成団体・企業等
・再生可能エネルギー施設見学



■県民会議
・J-クレジット等の各種吸収源対策に関する事例の共有

■岩手県
・県産木材の利用促進のための情報発信、支援（補助）
・県有林のJ-クレジット化
■市町村
・市町村林のJ-クレジット化
・ブルークレジットの創出、販売
■構成団体・企業等
・建築物などへの県産木材の率先利用
・森林資源・海洋資源等の保全、植林
・クレジットの購入

⑴ 吸収源対策⑴ 吸収源対策

⑵ 廃棄物対策等⑵ 廃棄物対策等 ⑵ 県民会議構成団体のネットワーク強化⑵ 県民会議構成団体のネットワーク強化

⑴ 脱炭素化に資する人材育成・確保⑴ 脱炭素化に資する人材育成・確保

５ 多様な手法による地球温暖化対策の推進５ 多様な手法による地球温暖化対策の推進 ７ 脱炭素化推進のための基盤整備７ 脱炭素化推進のための基盤整備

令和８年度活動計画 各主体での取組

■岩手県・市町村
・３Rの定着のための情報発信

■構成団体・企業等
・３Rの実践、ごみの分別の徹底、食品ロスの削減

■岩手県（気候変動適応センター）
・国の専門機関や大学等との連携による、気候変動とその影響に
関する研究、ビジネスモデル等の情報の収集・提供
・熱中症予防・対策に係る普及啓発
■市町村
・熱中症予防・対策のための情報発信
・クーリングシェルター等の設置
■構成団体・企業等
・気候変動に適応するための対策の実施、温暖化に対応した桃等
の品目の導入 等
・熱中症予防・対策

■県民会議
・各団体、構成企業で行うセミナー等の横展開
・「できることからECOアクション！」受賞企業見学会の実施
■岩手県
・エコスタッフ養成セミナー、スキルアップセミナー実施
・いわて地域脱炭素推進員派遣
■市町村
・脱炭素化に向けた各種セミナー実施
■構成団体・企業等
・脱炭素に係る勉強会等の実施
・脱炭素アドバイザー等の資格取得
・エコスタッフ等による社内での取組展開

■県民会議
・構成団体相互の情報共有
・参画団体・企業等の拡充

★「いわてゼロ・カーボンプロジェクト2026」の実施 ※別紙
2025年度に引き続き、脱炭素化に資する県民運動を活性化する
ためのプロジェクトを実施。

① 脱炭素経営促進プロジェクト
⇒ 脱炭素経営に取り組む企業を増やすための施策を検討する
ほか、優良事例の横展開を図るための企業見学会等を実施。

② 再配達削減プロジェクト
⇒ 佐川急便㈱、ヤマト運輸㈱との連携による再配達削減のた
めの取組を継続

６ 気候変動への適応６ 気候変動への適応



人材育成・確保プロジェクト
人材育成・確保プロジェクトの令和７年度事業実績と令和８年度の活動に
ついて

■イベント名称：「『環境×しごと』
～サステナブルカフェ～」

■日時：令和７年11月24日（月）13：00～16：30
■場所：キオクシアアイーナ804会議室
■内容：企業ごとに異なる１時間のワークショップ

を２回、企業とのフリートーク
■参加者：企業12社、学生16名

〇参加した学生アンケートより
・環境やSDGｓに対する思いも聞くことができて、企業の話がともて興味深
かった。
・環境と仕事を考える機会となり有用な機会だった。

■令和８年度の活動について
・人材育成・確保プロジェクトについては、若者WGと連携し、活動を行っておりました。
・若者WGの活動が令和７年度で一区切りとなっていることから、当プロジェクトについても一区切り
といたします。
・令和８年度からは、企業の脱炭素化に係る優良な取組の共有による横展開等を行うことで、人材の
育成・確保を進めてまいります。

若者ワーキンググループの企画により、県内企業の人材の育成・確保の
ため、環境に興味のある学生と脱炭素や環境配慮に取り組んでいる県内
企業を繋ぐマッチングイベントを実施しました。

いわてゼロ・カーボンプロジェクト2025の実績と2026の実施について別紙 資料№５-２



■ 脱炭素の取組の優良事例の横展開を図るため、「できることから
ECOアクション！」等の受賞企業の見学会等を開催予定です。

企業見学会等の実施

令和８年度脱炭素経営促進プロジェクト

脱炭素経営促進プロジェクト

■ いわてわんこ節電所内「県民会議」ページにおいて、
構成団体・企業等が実施する、特筆した取組を周知します。
■ 他の構成団体や一般県民も参加可能なセミナー、研修会
などについては、同ページで周知するほか、メルマガ等で
情報共有を行います。

構成団体相互の情報共有 通年

時期検討中

2

【実施イメージ】

脱炭素経営に取り組む企業を増やすため企業見学会等を通じて優良
事例の横展開を図ります。



■ 県民に対し、再配達削減のためにどのような事が出来るのか、考え行動していることを教え
ていただくコンテスト型のキャンペーン行います。
（R7実績：256名の応募があり、ヤマト運輸賞、佐川急便賞、岩手県賞、岩手県地球温暖化防止
活動推進センター賞を優れたアイディアを提出した方に授与しました。
■ いただいたアイディアはHP等の各種媒体で広く周知を行います。

再配達削減プロジェクト事業の令和７年度実績と
令和８年度の取組について

再配達削減プロジェクト

運輸部門の温室効果ガス排出量の削減のため、佐川急便株式会社、ヤマト運輸株式
会社との連携により、県民一人ひとりの再配達削減に係る行動変容を促す「再配達削
減プロジェクト」を継続します。

■ まちの宅配便ロッカーを増やす取組を行います。（R7実績：０件）
■ 店舗や公共施設など多様な場所で荷物を受け取ることができるよう、温暖化防止いわて県
民会議構成団体等に荷物受取取扱場所を増やす働きかけを行います。（R7実績：３件増）

受取場所連携キャンペーン 実施時期：６月～３月

再配達削減キャンペーン（再配達削減アイディアコンテスト in IWATE） 実施時期：11～２月



特別講演講師について 

 

Earth hacks㈱ 代表取締役社長 CEO 

 関根 澄人 氏 

 

・ 2009 年博報堂に入社。 様々な企業のブランディングやマーケティング業務を担当。2020 年より三井物 

産に 3年間出向。 2023 年に Earth hacks 株式会社を設立。 

・ 「脱炭素を楽しく！」ではなく、「楽しいことが脱炭素にも貢献していた！」となる社会を目指している。 

・ 事業内容は、CO2 排出削減の計算、マーケティング支援、イベント開催等。 

・ 主な取組は、デカボチャレンジ※１、デカボスコア※２。 

 

※１ デカボチャレンジは、「Z世代 × 大企業」の共創による脱炭素をテーマとした事業創 

出プロジェクト。「つくりたいのは面白い方の脱炭素」をスローガンに掲げ、Z世代の参 

加者たちが、日本を代表する企業や自治体の現場社員と共に議論を重ね、さまざまなア 

イデアを提案し、共創する場を提供するもの。2022 年にスタートし、これまでに 40社 

以上の企業と、延べ約 480 名の学生が参加。（2024 年 7 月時点） 

 

 

 

※２ デカボスコアとは、商品やサービスの CO2 排出量を、従来の製品と比較してどれだけ 

削減できたかをパーセンテージで可視化するための Earth hacks 独自の指標。㈱ニチレ 

イ、味の素㈱、サントリー㈱等で導入している。 

 

特 別 講 演 資 料 

資 料 № ６ - １ 
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県民が自ら選びたくなる

これからの脱炭素
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・東京工業大学院 生体システム専攻 修了

・2009年博報堂に入社

・18年に博報堂従業員組合中央執行委員長

・20年4月から三井物産に3年間出向

・23年にEarth hacks株式会社を設立

関根澄人
Earth hacks株式会社代表取締役社長 CEO

・環境省：
デコ活POSITIVE ACTION 
Initiativeリーダー

・経産省：
産業競争力強化及び排出削減の
実現に向けた需要創出に資する
GX製品市場に関する研究会

・日経新聞：
Nikkei GX会議メンバー

執筆/書籍 MC

講演／セミナーGX/脱炭素委員

・COP28/30：
Japanパビリオン現地登壇
※COP31も現地登壇予定

・経団連：
サステナブル消費に関する
シンポジウム登壇

・きさらぎ会：
東京きさらぎ会11月例会

・書籍：
脱炭素(デカボ)は伝え方が97%

・書籍：
答えのない時代の教科書

・日経新聞：
朝刊：経済教室「私見卓見」

・宣伝会議：
クリエイターのための事業計画

・JWAVE：
「offの日、どっちっち」
メインパーソナリティ

・youtube：
デカボキャリア
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生活者社会課題×

生活者×社会課題
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CO₂排出量は消費ベースでは

家庭内消費が61％
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脱炭素/カーボンニュートラルの

認知は90％以上
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生活者も取り組むべき
％67

生活者も取り組むべき

67％
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では、実際に行動しているのは？

では、実際に行動しているのは？
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積極的に意識して行動している
％3~4

積極的に意識して行動している

3~4％
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行動できてない理由は

何をして良いか

わからない
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脱炭素アクションに必要なトリガーは２つ

脱炭素アクションに

必要なトリガーは２つ
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欲望

×

ストーリー
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貢献実感

貢献実感



脱炭素アクション

13

日本らしい

日本らしい
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私たちが日でしている決断の回数は1

最大で万千回 3 5

私たちが1日でしている

決断の回数は

最大で 3万5千回
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日本の食生活における 排出量はCO2

日本の食生活における
CO2排出量は

欧米の1/2
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社会課題行動理由は

海外は「 責任感/地元愛」

日本は「 楽/得」

社会課題に対する行動理由
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年会社化2023

2023年会社化



社会課題解決の主役は、
生活者だ。

脱炭素、ヘルスケア、DX。

あらゆるメガトレンドに共通する壁がある。

正しさが共有されても、行動は変わらない。

技術や制度は整いつつある。

だが成果を決めるのは、一人ひとりの日常の選択だ。

GDP成長とGHG排出の分離。2050年ネットゼロ。

これは制約ではない。AIやIoTに匹敵する、新たな産業革命である。

Earth hacksは、この変革の中心に

行動変容そのものを社会インフラとして構築する。

生活者が自然に選び、参加し、続けられる仕組み。

その選択が企業価値へ還元され、経済的成果として循環する構造。

それは単なるキャンペーンではない。単なるプロダクトでもない。

社会を動かす“行動の基盤”である。

このインフラは、脱炭素にとどまらない。

ヘルスケア、資源循環、DXへと横断的に拡張する。

社会課題解決の主役が生活者へ移る時代。

Earth hacksは、その行動変容インフラを築く。
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欲望刺激型の新しい選択基準

日本人の無理なく
『美味しい/可愛い/楽しい日常アクション』

を入り口に
“実は”環境にも貢献している
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を生み出す新しい選択基準
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商品やアクションの CO2削減率をスコア化した

新しい環境価値の指標
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など

社 アイテム以上に導入300 1,500

300社1,500アイテム以上に導入
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様々 な商品の環境価値をデカボスコアで表示

様々な商品の環境価値をデカボスコアで表示

NBNB PB
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商品以外の環境価値もデカボスコア化

商品以外の環境価値もデカボスコア化

持ち込み利用 フードロスレシ ピ

地産地消 リサイクル参加

リサイクルプラカップを
月に3回、 合計1年間使用

した際

バイオプラスチックを
30% 使用しつくった

タンブラー

新たに調達した大根の皮
を使用

家庭に余っている大根の
皮を使用

日本で消費される平均的
な納豆120g を神奈川で

消費

輸送による 環境負荷を減
らした 「 神奈川産納豆」
120 gを神奈川で消費

分別せずに廃棄し、 焼却
処理された場合

ＦＡＮＣＬ リサイクル
プログラムでリサイクル

した場合



環境省と日常の96アクションをデカボスコア化
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昨年環境大臣賞を 受賞W

昨年環境大臣賞をW受賞
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に欲望の入り口(美味しい/楽しい/可愛い)を作るパートナーと連携して

3テーマで新たなデカボ文化＆市場を生み出す

売場／買い物

デカボだと

選ぶ理由が増える

教育／キャリア 推し活／ファン 活

デカボだと

わかりやすい・楽しい
デカボだと

関わりや貢献が増える

デカボだと

商品の売上が上がる
デカボだと

共感や関心が上がる
デカボだと

継続的繋がりが増える
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売場／買い物

PI値：280％ 売上：147％ 数量：106％

【手紙のついた野菜と果物】
キャンペーン前比較

販売数量：106％

売上：232％

デカボだと

選ぶ理由が増える
デカボだと

商品の売上が上がる

某流通小売り
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教育／キャリア

優秀賞受賞

Quiz Knockとコラボ

探求学習教材

産官学連携

学校×自宅×売場連動

脱炭素教育モデル

倍率50倍以上 平均各10万再生

社会課題をテーマとした

5日間インターン

7万人以上
の学生

約100名
選出

社会課題キャリア教育

YOUTUBE番組

デカボだと

わかりやすい・楽しい
デカボだと

共感や関心が上がる
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推し活／ファン活

MV50万再生 聴衆数20万人

ハロプロ×デカボの

世界唯一の脱炭素アイドル
デカボ褒めによるトーク番組

J-waveラジオ番組

1,000人/日参加

スポーツチームと連携した

個人CO2排出量算定

YouTube視聴回数50万回以上

「デカビート」の総リーチ数15億以上

Xのインプレッション150万回以上
*2026/5/30時点

デカボだと

関わりや貢献が増える
デカボだと

継続的繋がりが増える
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【福岡市】広報戦略 &PR 【愛媛県】県産品 /県民のデカボ

【 東京都】 TOKYO GX ACTION 【 神奈川県】 CO₂CO₂ポイン ト 【 大阪府】 事業連携協定締結

【 京都市】 京都市内のデカボ

地方自治体との連携も拡大中

地方自治体との連携も拡大中
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様々 なパートナーと共にデカボを拡大

様々なパートナーと共にデカボを拡大





省エネ一斉行動「できることからECOアクション！」表彰実施要領 

 
（趣旨） 

第１ この要領は、省エネ一斉行動「できることから ECO アクション！」実施要領第５の規定に基づき、

特に優れた取組を実施した事業所の表彰の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 
 
（表彰対象） 

第２ 表彰部門及び表彰対象は、省エネ一斉行動「できることからECOアクション！」に取り組んだ事業

所のうち、次のとおりとする。 
部 門 表 彰 対 象 

脱炭素経営大賞 県内をリードする模範的な事業所や総合的に優れた取組を実施した事業所 

会長特別賞 会長が特別に優れていると認めた事業所 

ECOアクション賞 

（部門賞） 

特定の分野において特筆すべき取組を行った事業所 

 
（受賞者の選考） 
第３ 脱炭素経営大賞受賞者の選考については、次のとおり実施するものとする。 

選考 選考基準 選考 

実施者

第一次

選考 

取組報告書に記載の ECO アクション！STEP①の取組項目（15 項目）について、８

割（12点項目）以上の取組があり、かつ、「事業所における地球温暖化対策への具

体的取組」に記載がある者。ただし、以下の者を除く。 

・ 直近２年以内に同賞を受賞した者 

・ 直近２年以内に岩手県環境保全活動知事表彰（地球温暖化防止部門）を受賞

した者 

事務局

第二次

選考 

以下１及び２の点数を合計した数を総合点とし、最も総合点が高い一者を受賞候

補者とし、幹事会に諮問し、受賞者案を決定。 

１ 報告書に記載のECOアクション！STEP①の取組項目数に応じて採点。 

（１項目１点） 

２ (１)  ECOアクション！STEP②に記載の取組内容について、別に定める審査員

において、以下の「評価基準」の観点ごとに、「評点の考え方」により採点。

(２) それぞれの採点結果から、観点ごとの平均点を算出し、観点ごとの平均

点を合計。 

（評価基準） 

①効果 
・省エネ効果・二酸化炭素削減効果・効率性・費用対効果等が高い

取組か 

②独自性 
・創意工夫・アイデアを加えているか 

・ユニーク・斬新な取組か 

③組織内で

の浸透 

・従業員への周知・啓発や人材育成など事業所をあげての取組にな

っているか 

・事業所が一体となった取組であるか 

④継続性 ・継続して取り組んでいるか、今後も継続して取り組めるものか 

⑤発展性・

波及可能性 

・他の事業所でも取り組めるもの・普及が期待できるものか 

・社外（地域等）へ影響を与えるものか 

（評点の考え方） 

特に優れている 優れている 取り組んでいる 取組が弱い 取り組んでいない 

５点 ４点 ３点 ２点 １点 

幹事会

最終 

選考 

受賞者案について会長に諮問し、受賞者を決定。 

 

会長 
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２ 会長特別賞受賞者の選考については、次のとおり実施するものとする。 
選考 選考基準 選考 

実施者 

最終 

選考 

当該年度の「脱炭素経営大賞」及び「ECO アクション賞（部門賞）」に係る一次選

考を通過した者のうち、会長が特別に優れていると認めた一者を、受賞者として

決定。ただし、特別に優れていると認めた事業所がない場合は、選出しないこと

もできる。また、当該年度の「脱炭素経営大賞」及び「ECOアクション賞（部門賞）」

受賞者は除くこととする。 

会長 

 
 
３ ECOアクション賞（部門賞）受賞者の選考については、次のとおり実施するものとする。 

選考 選考基準 選考 

実施者 

第一次 

選考 

取組報告書おいて、ECOアクション！STEP②に記載がある者。ただし、以下の者を

除く。 

・ 直近２年以内に脱炭素経営大賞を受賞した者 

・ 直近２年以内に岩手県環境保全活動知事表彰（地球温暖化防止部門）を受賞

した者 

事務局 

第二次 

選考 

第一次選考を通過した者のうち、以下の５部門で最も特筆すべき取組が認められ

る事業所を、幹事会において選考。ただし、特筆すべき取組が認められない部門

からは、選出しないこともできる。 

（表彰対象部門（５部門）） 

① 人材育成・意識啓発 

② 自動車対策 

③ 省エネ・再エネ設備等導入 

④ 技術開発・製品化 

⑤ 吸収源対策 

幹事会 

最終 

選考 

第二次選考を通過した者のうち、会長が被表彰者を決定。 

 

会長 

 
（表彰） 

第４ 表彰は、会長が行う。 

２ 県民会議は、前項により表彰された事業所の取組について広く周知し、その優良事例が展開されるよ

う努めるものとする。 

 

（補則） 

第５ この要領に定めるもののほか、この要領の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 

   附 則 

 この要領は、令和６年８月22日から施行する。  

 
 

 



第2次岩手県地球温暖化対策実行計画（令和８年３月改訂）の概要
第１章 計画の基本的事項

第２章 本県の地域特性

第５章 計画の目標

■目指す姿

第７章 気候変動への適応策

■ 自然的、社会的特性： 広大な県土…世帯当たりの自家用車保
有台数全国17位…次世代自動車導入低水準、 年平均気温低…
世帯光熱費高水準…高効率な省エネルギー機器所有低水準
■ 地域資源
風力、地熱は全国的にも賦存量に恵まれた地域
推定利用可能量：風力2位 （209億kWh）、地熱２位（11億kWh）

2019年11月 本県の次期環境基本計画の長期目標として
「温室効果ガス排出量2050年実質ゼロ」を掲げる旨表明

2021年3月 「第２次岩手県地球温暖化対策実行計画」策定
2021年5月 地球温暖化対策推進法が改正され、2050年カー

ボンニュートラル宣言が基本理念として位置づけ
2021年10月 国の地球温暖化対策計画の目標として、2030年

度温室効果ガス46％減（2013年度比）が決定
2023年３月 「第２次岩手県地球温暖化対策実行計画」におい

て2030年度温室効果ガス57％減（2013年度比）
に目標引上げ

2025年２月 国の地球温暖化対策計画が改定され、2030年度
46％減に加え、2035年度60％減（2013年度比）、
2040年度73％減（2013年度比）とする目標決定

⇒2025年度、県計画の中間年見直しを実施

◆計画期間：令和３(2021)年度～令和12(2030)年度

温室効果ガスの増加に伴う気温上昇による気候変動･気象災害が顕
著であり、温室効果ガス排出量の削減は喫緊の課題
世界の気候が非常事態に直面しているという認識の下、202１年２月
「いわて気候非常事態宣言」を発出

■日本の年平均気温偏差 世界平均気温
100年当たり0.91℃の割合

で上昇
日本平均気温
100年当たり1.4℃の割合で

上昇
岩手県
100年当たり1.9℃（盛岡）
0.8℃（宮古）3.0℃（大船
渡）の割合で上昇

■温室効果ガス排出量の推移

■目標

省エネルギーと再生可能エネルギーで実現する豊かな生活と持続可能な脱炭素社会

第６章 目標の達成に向けた対策・施策

省エネルギー対策の推進 再生可能エネルギーの導入促進 多様な手法による地球温暖化対策の推進

【2030年度】 温室効果ガス排出削減割合（2013年度比）57％ 再生可能エネルギー電力自給率 66％、温室効果ガス吸収量 1,521千ﾄﾝ

第３章 地球温暖化の現状と課題

■ 気候の現状と将来予測
20世紀末と比較して、21世紀末の年平均気温約1.4℃上昇、夏日約16日増 、冬日

約21日減、大雨頻度増 ※2℃上昇シナリオ

温暖化に対応した「もも」等の品目の導入、海水
温の上昇等に対応した新規養殖種の導入支援 等

■県の役割
県内の地球温暖化対策の総合的な実施
市町村、事業者等の取組の支援

■市町村の役割
区域の地球温暖化対策の総合的な実施

■県民の役割
日常生活における省エネ活動の取組
環境に配慮した消費生活の実践

■事業者の役割
環境負荷の少ない製品の製造・開発
事業所における温室効果ガス排出の抑制

■教育機関等の役割
地球温暖化等に関する学ぶ機会の提供

計画の推進

県内各組織、団体との連携・協働を
強化し、全県的に各種施策を展開
▻ 「温暖化防止いわて県民会議」を中核
とした連携・協働体制の強化

▻ 「県市町村GX推進会議」等を通じた地
域の状況に応じて対策を推進する主体で
ある市町村の取組支援

▻ 「岩手県地球温暖化対策推進本部」に
おける計画の推進、進行管理体制の強化

※排出量実質ゼロ ： 排出量から森林吸収量等を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。

導入量拡大、関連産業への参入支援、地域環
境への配慮

家庭における省エネルギー化

産業・業務における省エネルギー化

運輸における省エネルギー化

温室効果ガス吸収源対策

廃棄物・フロン類等対策

基盤的施策の推進

業務活動の省エネ化、施設・設備の省エネ化、
再エネの導入、再エネ電力使用の推進、その他
省エネや環境配慮に資する業務の推進

県の事務事業における温室効果ガス排出削減
割合（2013年度比）60％

66％

第４章 温室効果ガス排出量等の現況と将来予測 第8章 各主体の役割と計画の推進

着実な事業化と地域に根ざした再生可能
エネルギーの導入

自立・分散型（地産地消）エネルギーシス
テムの構築

水素等の利活用推進

目
標

■温室効果ガス削減目標 ■温室効果ガス削減量 ■再エネ電力自給率

省エネ性能の高い設備・機器や再エネ設備の
導入促進、脱炭素経営等の促進、情報通信技
術等を活用した事業活動等の環境負荷低減

公共交通の利用促進、電動車普及促進、物流
の環境負荷低減

自立・分散型エネルギーシステムの構築、エネ
ルギーの地産地消に向けた再エネ導入促進、
環境付加価値の活用

再エネ由来水素の利活用推進、その他次世代
エネルギー（アンモニア、合成メタン等）の利活
用推進

持続可能な森林整備、県産木材の利用促進、
森林づくりの推進、ブルーカーボンの推進、その
他吸収源対策の促進

廃棄物の発生抑制・リサイクルの促進、循環
型社会形成ビジネス・技術開発支援、フロン類
排出抑制、メタン等の排出削減対策促進

流域治水プロジェクトを踏まえた防災・減災対策
の推進 等

農林水産業

自然災害

基盤的施策の推進

クーリングシェルター設置の促進 等

健康

■ 適応策

▻ 岩手県気候変動適応セン
ターによる情報収集・提供

▻ 国・大学・研究機関等との
連携による情報収集・提供

▻ 県民理解の促進 等

目標値

削減対策等 ▲6,761（▲47％）

うち、再エネ導入 ▲1,065（▲７％）

森林等吸収源 ▲1,521（▲10％）

合計 ▲8,282（▲57％）

［千t-CO2(%) ］

住宅等の省エネ化、省エネ性能の高い設備・機
器の導入促進、エネルギーの効率的使用促進

県民運動、分野横断的施策、環境学習

基
準
年
度

現
状
値

目
標
年
度

2050年度
排出量実質ゼロ

▲57％

▲33.8％

▻各主体の自主的な取組の促進 ▻地域特性を生かした取組 ▻地域経済や生活等の向上 ▻グリーントランスフォーメーション推進 ▻SDGs

多様なエネルギーの有効利用

バイオマスエネルギー、温泉熱などの未利用
エネルギーの利用促進

県の率先的取組の推進

中間年見直しにより追加等を行った主な施策
等は、別紙参照

中間年見直しにより追加等を
行った主な施策等は別紙参照
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第2次岩手県地球温暖化対策実行計画の中間年見直しにより追加又は強化した主な施策等 別紙

●  国民運動「デコ活」と連動した脱炭素につながる
将来の豊かな暮らしの促進

●  若者と環境配慮に積極的に取り組む企業との連
 携による情報発信
〇  ZEH水準を上回る基準の住宅の普及促進
〇  講習会の実施等による高効率な省エネルギー家
 電の普及促進

●  若者と環境配慮に積極的に取り組む企業との連
 携による情報発信
●  「岩手県脱炭素経営事例集」等を活用した脱炭
 素経営の理解促進
○  「いわて脱炭素経営カルテ」目標達成率向上に
 向けた個別の支援

●  県民のマイレール意識の醸成
○  電動車の購入や充電・充てん設備等の整備に係
る補助等

○  自転車通行空間、岩手県広域サイクリングルート
等の整備等による安全で快適な自転車利用環境
の創出

第７章（気候変動への適応策）関係

第６章（目標の達成に向けた対策・施策）関係

●：追加した取組 〇：強化した取組

省エネルギー対策の推進 再生可能エネルギーの導入促進 多様な手法による地球温暖化対策の推進

家庭における省エネルギー化

産業・業務における省エネルギー化

運輸における省エネルギー化

温室効果ガス吸収源対策

廃棄物・フロン類等対策

基盤的施策の推進

着実な事業化と地域に根ざした再生可能
エネルギーの導入

自立・分散型（地産地消）エネルギーシステムの
構築

水素等の利活用推進

●   自家消費型太陽光発電設備整備に係る補助等
●  ペロブスカイト太陽電池等の新技術の普及に向
けた取組の推進
●  事業者と市町村における地域裨益協定の締結に
向けた支援
〇   送配電網の充実・強化等に係る国への要望

● 自家消費型太陽光発電設備整備に係る補助等
●  地域新電力等と連携した県内で発電した電気の
県内供給

●  地域の特性を踏まえた水素利活用モデル等を
活用した事業者の燃料転換の促進

●  アンモニア、合成メタン等の次世代エネルギー利
活用に係る理解促進に向けたセミナー、イベント等
による普及啓発

● 森林経営計画等に基づく森林整備の促進
● 林業経営体の人材育成の推進
●   ブルーカーボンに係る漁業者等の関係者の理解
醸成
● バイオ炭の活用検討

●  化学肥料の使用量低減に向けた取組の推進
●  水稲栽培における中干し期間の延長や炭素貯
留効果の高いバイオ炭の農地施用に関するＪ－ク
レジット制度の周知や技術指導

●  温暖化防止いわて県民会議の構成団体と連携
した再配達削減に向けたプロジェクトの展開

農林水産業 自然災害 健康

●  「流域治水プロジェクト」
を踏まえ、流域全体の関係者
が協働して行う防災・減災
対策の推進

●  熱中症特別警戒アラート発令時の訓練
●  熱中症予防に係るクーリングシェルター設置
 の促進
●  クールシェアスポットの普及促進

● 温暖化に対応した「もも」等の品目の導入（農業）
● 温暖化に対応した品種の開発等（農業）
○ 海水温の上昇等に対応した新規養殖種の導入
 支援（水産業）

［県内の流域治水
協議会設置状況］

［温暖化に対応した市場性
の高い「もも」等の導入］



温暖化防止いわて県民会議 会則

（名 称）

第１条 この会議は、温暖化防止いわて県民会議（以下「県民会議」という。）という。 
 
（目 的）

第２条 県民会議は、自然豊かな環境を守り、県民の生活基盤に影響を及ぼす極めて深

刻な環境問題である地球温暖化の防止を図るため、構成団体相互の連携や協働により、

温室効果ガスを可能な限り排出しない生活様式や事業活動への転換、気候変動の影響

による被害の防止又は軽減に向けた取組を促進することを目的とする。 
 
（活 動）

第３条 県民会議は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を実施するものとす

る。 
(1) 温室効果ガス排出量の削減や気候変動の影響による被害の防止又は軽減に向けた

構成団体の特性に応じた取組の推進 
 (2) 温室効果ガス排出量の削減や気候変動の影響による被害の防止又は軽減に向けた

取組に関する情報共有や相互に連携した取組 
 (3) その他県民会議の目的を達成するために必要な取組 
 
（組 織）

第４条 県民会議は、第２条の目的及び前条の活動に賛同する別表に掲げる機関・団体

及び学識経験者を持って構成する。 
２ 県民会議の構成団体等は、必要に応じて追加、変更することができる。 
３ 県民会議の会議は、総会及び次に掲げる各部会とする。 
 (1) 事業者部会 
 (2) 家庭部会 
４ 部会の組織及び運営に関する事項は、会長が別に定める。 
 
（役 員）

第５条 県民会議に次の役員を置く。 
 (1) 会長    １人 
 (2) 副会長   ２人 
２ 会長は、総会において選任する。 
３ 副会長は、会長が指名する。 
 
（役員の任務）

第６条 会長は、県民会議を代表し、会務を総理する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 
３ 副会長は、部会長を兼務する。 
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（役員の任期） 
第 7 条 役員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 
２ 欠員が生じたことにより就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 
３ 役員は、その任期が満了した場合、後任者が就任するまでは、なおその職務を行う

ものとする。 
 
（総 会） 
第８条 総会は、会長が必要に応じて招集し、県民会議が実施する活動について協議す

る。 
２ 総会においては、会長が議長となる。 
３ 会長は、必要に応じて、総会に構成員以外の者の出席を求めることができる。 
 
（庶 務） 
第９条 県民会議の庶務は、岩手県環境生活部環境生活企画室において処理する。 
 
（補 則） 
第 10 条 この会則に定めるもののほか、県民会議の運営に関し必要な事項は、会長が別

に定める。 
 
 附 則 

この会則は、平成２１年 ６月２２日から施行する。 
 附 則 

この会則は、平成２３年 ２月１６日から施行する。 
 附 則 

この会則は、令和元年 ６月１８日から施行する。 
 附 則 

この会則は、令和５年 ６月 ５日から施行する。 
 附 則 

この会則は、令和６年 ６月 ３日から施行する。 
 附 則 

この会則は、令和７年 ６月１６日から施行する。 
 



温暖化防止いわて県民会議　構成団体等一覧【 103団体・機関】

令和７年６月16日現在

№ 団　体　・　機　関　名

1 岩手県農業協同組合中央会

2 岩手県森林組合連合会

3 岩手県漁業協同組合連合会

4 岩手県土地改良事業団体連合会

5 岩手県商工会議所連合会

6 岩手県商工会連合会

7 岩手県中小企業団体中央会

8 一般社団法人岩手経済同友会

9 一般社団法人岩手県経営者協会

10 岩手県中小企業家同友会

11 岩手県生活協同組合連合会

12 一般社団法人岩手県建設産業団体連合会

13 一般社団法人岩手県工業クラブ

14 岩手県環境保全連絡協議会

15 一般社団法人岩手県産業資源循環協会

16 岩手県冷凍空調設備工業会

17 岩手県石油商業協同組合

18 岩手県都市ガス協会

19 東北電力株式会社岩手支店

20 一般社団法人日本自動車販売協会連合会岩手県支部

21 公益社団法人岩手県バス協会

22 公益社団法人岩手県トラック協会　

23 一般社団法人岩手県タクシー協会

24 東日本旅客鉄道株式会社盛岡支社

25 ＩＧＲいわて銀河鉄道株式会社

26 三陸鉄道株式会社

27 岩手県電機商業組合

28 岩手県旅館ホテル生活衛生同業組合

29 日本チェーンストア協会東北支部

30 岩手銀行

31 東北銀行

産業関係団体

区　　分

◇　事業者部会

エネルギー関係団体

運輸関係団体

民生業務関係団体

金融機関



32 北日本銀行

33 盛岡信用金庫

34 国立大学法人岩手大学

35 公立大学法人岩手県立大学

35 学校法人富士大学

37 学校法人盛岡大学

38 盛岡地方気象台　

39 特定非営利活動法人岩手県地域婦人団体協議会

40 岩手県消費者団体連絡協議会

41 岩手県食生活改善推進員団体連絡協議会

42 岩手県公衆衛生組合連合会

43 一般財団法人岩手県老人クラブ連合会

44 岩手県小学校長会

45 岩手県中学校長会　

46 岩手県高等学校長協会

47 一般社団法人岩手県私学協会

48 一般社団法人岩手県専修学校各種学校連合会

49 一般社団法人岩手県ＰＴＡ連合会

50 岩手県高等学校ＰＴＡ連合会

51 株式会社岩手日報社　

52 朝日新聞盛岡総局

53 読売新聞盛岡支局

54 河北新報社盛岡総局

55 日本経済新聞社盛岡支局

56 一般社団法人共同通信社盛岡支局

57 デーリー東北新聞社盛岡支局

58 毎日新聞盛岡支局

59 日本放送協会盛岡放送局

60 株式会社ＩＢＣ岩手放送

61 株式会社テレビ岩手

62 株式会社エフエム岩手

63 株式会社岩手朝日テレビ

64 株式会社岩手めんこいテレビ

65 環境省東北地方環境事務所

66 岩手県市長会

67 岩手県町村会　　　

金融機関

学識経験等

◇　家庭部会

地域活動団体等

学校・教育団体等

報道機関

行政機関等



68 盛岡市（※）

69 宮古市

70 大船渡市

71 花巻市

72 北上市

73 久慈市（※）

74 遠野市

75 一関市

76 陸前高田市

77 釜石市（※）

78 二戸市

79 八幡平市

80 奥州市（※）

81 滝沢市

82 雫石町

83 葛巻町

84 岩手町

85 紫波町（※）

86 矢巾町

87 西和賀町

88 金ケ崎町

89 平泉町

90 住田町

91 大槌町

92 山田町

93 岩泉町

94 田野畑村

95 普代村

96 軽米町

97 野田村

98 九戸村

99 洋野町

100 一戸町

101 岩手県地球温暖化防止活動推進センター

102 岩手県教育委員会　

103 岩手県

※市町村は全市町村が参加しているが、総会には各地域の代表として５市町村に参加いただいているもの。

行政機関等



クマを見たら…投稿しよう！

岩手県環境生活部 自然保護課野生生物担当 TEL：019-629-5371

左記QRから、
岩手県公式LINE
を友だち登録



【発行元】
岩手県環境生活部 自然保護課野生生物担当
〒020-8570 岩手県盛岡市内丸10-1 TEL：019-629-5371

クマ目撃情報を共有

LINEで投稿！ LINEから通知！

岩手県公式LINEから簡単に
クマ目撃情報を投稿できます。

必要項目を記載して、地図
上にピンを立てるだけで、迅
速に情報共有できます。

誰でもカンタン❢

登録した地域でクマが出没
したら、岩手県公式LINEか
ら注意喚起通知が届きます。

周辺地域の出没情報の確認
や安全確保に活用できます。

「クマを見た！」から
ピンを立てれば投稿完了

岩手県公式LINEから通知

「クマはどこ？」から
マップで閲覧可

岩手県公式LINEを開いて、
「防災・震災復興」メニューを
選択
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